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第１ 計画策定の趣旨 

 

 新潟県は、全域が豪雪地帯に、18 市町村が特別豪雪地帯に指定されている全

国でも有数の豪雪県です。 

 県では、雪による被害を最小限に食い止め、雪を有効資源として積極的に活用

することを目的に「新潟県雪対策基本計画」を平成５年３月に策定し、冬期道路

交通の確保や雪崩対策などの克雪対策を着実に実施するとともに、雪を活用し

た利雪や親雪の取組を推進してきたところです。 

 しかしながら、近年では、過疎化・高齢化のさらなる進行等により地域の克雪

力が低下してきていることに加え、短期集中的な降雪など気候変動の影響によ

る雪の降り方の変化など新たな課題に直面しています。 

 令和４年３月に「豪雪地帯対策特別措置法」（昭和 37 年法律第 73 号）の改正

及び同年 12 月に「豪雪地帯対策基本計画」の見直しが行われたことを契機とし

て、これまでの取組をさらに推進するとともに、こうした近年の課題に対応する

ため、本計画の見直しを行うこととしました。 

 計画の見直しにあたっては、新たな計画期間を令和４年度から令和 13 年度ま

でに改めるとともに、平成 27 年９月に国連サミットで採択されたＳＤＧｓ

（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）の趣旨を踏まえた取

組を推進し、除排雪体制の確保や雪を資源として活用した地域の活性化など、持

続可能な地域づくりを目指します。 

なお、この計画は、今後講ずべき雪対策の基本方向を明らかにしたものであり、

引き続き、この計画に基づいて、県、市町村及び関係機関が密接に連携し、県民

の理解と協力を得ながら、多様できめの細かな施策を展開していくことを目的

としております。 

 

【新潟県雪対策基本計画の改定の経緯】 

平成５年 ３月 策定 

平成 13 年 ５月 改定 

平成 25 年 11 月 改定 

平成 30 年 ５月 修正 
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第２ 計画の位置付け 

 

 「新潟県雪対策基本計画」は、豪雪地帯対策特別措置法の規定に基づいて策定

した計画であり、県、市町村、関係機関等が一体となって雪対策を推進していく

ための指針です。 

 県は、この計画の具現化に当たって、適切な財政措置等ができるよう努力しま

す。 

 また、国に対しては、この計画の円滑な推進と各種施策の実現に向けて積極的

に働きかけていきます。 

 

 

第３ 計画の基本方針 

 

 克雪対策の一層の充実と利雪・親雪対策の積極的な展開を図り、持続可能な雪

国における安全・安心で豊かなくらしを実現するため、ＳＤＧｓの取組や、生活

環境や地域の実情、社会情勢の変化等を踏まえたきめ細かな対策を推進します。 

 

 県では、次の７つの柱を基本として、施策を展開していきます。  

 

  Ⅰ 雪国の暮らしと交流を支える基盤づくり（交通・通信等の確保）   

  Ⅱ 雪国の快適な生活空間の創造（居住性・アメニティの向上）  

  Ⅲ 安心できる雪国の暮らし（生活環境施設等の整備）   

  Ⅳ 活力ある雪国の産業づくり（産業の振興）   

  Ⅴ 雪を生かした個性豊かな地域社会の創造（雪の利活用等の推進）   

  Ⅵ 雪に強く安全で美しい県土づくり（災害対策の充実・環境の保全）  

  Ⅶ 雪対策の向上のために（雪に関する調査研究の充実）       

 

 

第４ 計画の期間 

 

 本計画の期間は、令和４年度から令和 13 年度までの 10 年間とし、概ね５年

後に検証・評価や社会情勢の変化等を踏まえ、見直しを行います。 
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第５ 計画の進行管理 

 

 「新潟県雪対策基本計画」の円滑な推進を図るため、毎年度作成する「雪対策

実施計画」において進捗状況を的確に把握することで、計画の進行管理を行って

いきます。 

 また、「雪対策実施計画」においては、施策に係る目標水準等を設定し、計画

的に事業を実施します。 

 

 

第６ 計画における役割 

 

 県は、市町村や地域の自主的・主体的な取組を尊重しつつ、本計画に基づき、

施策を展開していきます。 

 また、県は、国と連携して、市町村における雪対策に関する総合的な計画の策

定を促進するとともに、これを十分に考慮し、地域の特性に応じた雪対策の推進

に努めます。 

 なお、本計画を推進する上での県の役割及び期待される各関係者の役割は、以

下のとおりです。 

 

（１） 県 

    県は、市町村の枠を超えた広域的な課題への対応と、雪対策の主体であ

る市町村を中心とした地域の取組に対する支援に努めます。 

     とりわけモデルとなるような先進的取組については、その取組のノウハ

ウ等を他の地域にも提供し、その取組を県内に展開させるよう努めます。 

     また、他の積雪寒冷地帯の道府県及び市町村と連携し、地域の実情に即

した施策の実現に向けて、国に対する働きかけを行います。 

 

（２） 県民 

     県民は、各家庭や地域社会における自助・共助の必要性を理解し、市町

村をはじめとする行政機関や関係機関の施策に対して、積極的に協力する

ことが期待されます。 

 

（３） 市町村 

     市町村は、国・県の施策に積極的に協力するとともに、雪対策の主体と
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して、関係者と連携して自主的・主体的な取組を進めることが期待されま

す。 

     そのためには、関係者と十分に話し合い、地域の特性に応じた総合的・

体系的な雪対策計画を策定し、これに基づいて関係者と一体となって取組

を進めることが必要となります。 

 

（４） 関係機関（公共交通機関、電力会社、通信会社等） 

関係機関（公共交通機関、電力会社、通信会社等）は、国・県及び市

町村が取り組む施策に協力するとともに、豪雪地帯の振興に向けて、積

極的な事業展開を図ることが期待されます。 

 

 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）について 

 

ＳＤＧｓは 2015 年（平成 27 年）９月に国連サミットで採択された、「誰一人取り

残さない」持続可能でよりよい社会を実現するための国際目標であり、2030 年（令

和 12 年）を達成年限とする 17 のゴールと 169 のターゲットで構成されています。 

本計画では、人口減少や高齢化が進む中においても持続可能な雪国における安

全・安心で豊かなくらしの実現を目指し、ＳＤＧｓの趣旨を踏まえて計画を推進し

ていきます。 

なお、「第８ 施策の展開」において、各施策とＳＤＧｓ17 のゴールとの関係を

明示しています。 
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第７ 新潟県の現状 

 

１ 豪雪地帯及び特別豪雪地帯の指定状況  

 
国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、積雪の度その他の事情を勘

案して政令で定める基準に従い、かつ、国土審議会の意見を聴いて、道府県

の区域の全部又は一部を豪雪地帯及び特別豪雪地帯として指定することと

されており、県内では、全域が豪雪地帯に、18 市町村が特別豪雪地帯に指

定されています。（図表１） 

 

≪図表１：新潟県の特別豪雪地帯の指定状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新潟県全域：豪雪地帯 

■網掛：特別豪雪地帯（18 市町村） 

【全域が特別豪雪地帯の市町村】 

小千谷市、加茂市、十日町市、 

糸魚川市、妙高市、魚沼市、 

南魚沼市、阿賀町、湯沢町、津南町、 

関川村 

 

【一部地域が特別豪雪地帯の市町村】 

長岡市（旧長岡市、旧越路町、 

旧山古志村、旧小国町、 

旧栃尾市、旧川口町） 

三条市（旧下田村） 

柏崎市（旧柏崎市、旧高柳町） 

村上市（旧朝日村） 

五泉市（旧村松町） 

上越市（旧上越市、旧柿崎町、 

旧安塚町、旧浦川原村、 

旧大島村、旧牧村、 

旧吉川町、旧中郷村、 

旧板倉町、旧清里村、 

旧三和村、旧名立町） 

胎内市（旧黒川村） 

うち特別豪雪地帯
（対新潟県比）

うち特別豪雪地帯
（対全国比）

30 18 532 201
(100.0%) (60.0%) (30.9%) (11.7%)
2,201 816 18,248 2,793

(100.0%) (37.1%) (14.5%) (2.2%)
12,584 8,760 191,990 74,899
(100.0%) (69.6%) (50.8%) (19.8%)

※　新潟県の人口及び面積は、令和２年国勢調査（令和２年10月１日時点）による。

※　全国の数値は、国土交通省ホームページ「豪雪地帯・特別豪雪地帯の指定（令和4年4月1日現在）」による。

区分

新潟県 （参考）全国

面積(k㎡)

人口(千人)

1,719

377,975

126,146

30

12,584

2,201

新潟県 豪雪地帯
（対新潟県比）

市町村数

全国 豪雪地帯
（対全国比）



 

 

- 6 - 
 

２ 豪雪地帯及び特別豪雪地帯の状況 

 
（１） 人口減少・高齢化 

令和２年の国勢調査によると、令和２年 10 月１日現在の県の人口は

2,201,272 人で、全国 15 位です。 

県人口の推移を国勢調査でみると、平成７年の約 249 万人をピークにそ

の後は人口減少が進んでいます。 

特別豪雪地帯は、県全体を上回るペースで人口減少が進んでおり、昭和

35 年から令和２年までに特別豪雪地帯の人口の約３割にあたる約 31 万人

が減少しました。（図表２、３） 

 

≪図表２：人口の推移≫ 

 

≪図表３：昭和 35年人口を 100 とした比率の推移≫ 

 

高齢者比率や年少者比率については、県全体と比較して特別豪雪地帯は

高齢者比率がやや高い傾向が見られるものの、年少者比率には大きな差は

ありません。（図表４、５） 

※ 人口は国勢調査による。 

※ 人口は国勢調査による。 

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

新潟県全体 2,442,037 2,398,931 2,360,982 2,391,938 2,451,357 2,478,470 2,474,583 2,488,364 2,475,733 2,431,459 2,374,450 2,304,264 2,201,272

特別豪雪地帯 1,129,338 1,065,884 1,021,083 1,012,253 1,012,953 1,007,965 992,605 985,814 969,157 939,536 907,560 865,508 816,459
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≪図表４：高齢者比率（65 歳以上）≫ 

 

≪図表５：年少者比率（0～14歳）≫ 

 

（２） 降積雪の状況 

新潟県は、県境のすべてが標高 2000ｍ級の山々に囲まれており、冬、大

陸から吹き込む強い北西の季節風が、暖かい対馬海流の上空を通り重く湿

った雲となり、これらの県境の山々にぶつかって雪を降らせるため、全国

有数の豪雪県となっています。 

しかし、積雪の深さは、年及び地域によって大きく変化しており、県内

でも海岸部や山間部で大きな差が見られ、多雪年と少雪年では同じ地点で

も差が大きくなっています。（図表６） 

また、近年では、気候変動の影響により、観測記録を更新するほどの短

期間の集中的な降雪となる年が多くなってきており、降雪の態様の変化に

も直面しています。（図表７） 

 

 

 

※ 人口は国勢調査による。 

※ 人口は国勢調査による。 
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≪図表６：最大積雪深の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

≪図表７：短期集中降雪の状況≫ 

 

（３） 雪による人的被害の状況 

雪による人的被害の原因としては、屋根・はしごからの転落・除雪機械

巻き込みなどの除雪作業中の事故や、屋根からの落雪による事故、側溝・

用水路・流雪溝への転落事故などがあります。 

事故の数は少雪時には少なく、多雪時には多いという変動があるものの、

毎年人命が失われる結果となっています。また、年齢別にみると、高齢者

の死亡が多くなっています。（図表８、９） 

0

100

200

300

400

500

S37 41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30

最大積雪深の推移（十日町）cm

平均211.3cm

0

100

200

300

400

500

S37 41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30

最大積雪深の推移（上越）cm

平均117.4cm

0

100

200

300

400

500

S37 41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30

最大積雪深の推移（新潟）cm

平均33.5cm

0

100

200

300

400

500

S37 41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30

最大積雪深の推移（長岡）cm

平均119.0cm

※ 最大積雪深は県土木部道路管理課調べ。 

0

100

200

300

400

500

S37 41 45 49 53 57 61 H2 6 10 14 18 22 26 30

最大積雪深の推移（新発田）cm

平均66.0cm

※ 観測地点の記録は気象庁ホームページより。 

地点 観測史上１位の値の日 地点 観測史上１位の値の日 地点 観測史上１位の値の日 地点 観測史上１位の値の日

下関 平成24年12月9日 津南 平成26年12月14日 津南 平成26年12月15日 津川 平成30年1月13日

関山 平成25年1月3日 津川 平成30年1月11日 津川 平成30年1月12日 新潟 平成30年1月14日

湯沢 平成29年12月27日 新潟 平成30年1月12日 新潟 平成30年1月13日 高田 令和3年1月10日

新潟 平成30年1月12日 湯沢 令和2年12月16日 湯沢 令和2年12月16日 安塚 令和3年1月10日

高田 令和3年1月8日 高田 令和3年1月9日 高田 令和3年1月10日 能生 令和3年1月10日

津川 令和3年12月31日 能生 令和3年1月10日 新津 令和3年1月11日

12時間降雪量 24時間降雪量 48時間降雪量 72時間降雪量
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≪図表８：雪による人的被害の状況≫ 

 

≪図表９：雪による人的被害の状況（原因別）≫ 

 

 

  

死者 重軽傷者 死者 重軽傷者 死者 重軽傷者

平成24年度 172 7 165 97 5 92 56.4% 71.4% 55.8%
平成25年度 73 7 66 48 6 42 65.8% 85.7% 63.6%
平成26年度 193 11 182 100 9 91 51.8% 81.8% 50.0%
平成27年度 49 2 47 30 1 29 61.2% 50.0% 61.7%
平成28年度 99 6 93 64 6 58 64.6% 100.0% 62.4%
平成29年度 286 20 266 172 18 154 60.1% 90.0% 57.9%
平成30年度 56 4 52 39 4 35 69.6% 100.0% 67.3%
令和元年度 10 1 9 7 0 7 70.0% 0.0% 77.8%
令和2年度 364 21 343 222 17 205 61.0% 81.0% 59.8%
令和3年度 201 17 184 123 14 109 61.2% 82.4% 59.2%

合計 1,503 96 1,407 902 80 822 60.0% 83.3% 58.4%
※　被害状況は県防災局危機対策課調べ。

人的被害（人） うち高齢者（人） 高齢者の割合

（人）

死者 重軽傷者 死者 重軽傷者 死者 重軽傷者 死者 重軽傷者

平成24年度 137 3 134 5 3 2 0 0 0 4 0 4
平成25年度 54 4 50 1 0 1 0 0 0 6 1 5
平成26年度 135 4 131 5 2 3 0 0 0 12 4 8
平成27年度 36 1 35 1 0 1 0 0 0 2 0 2
平成28年度 75 2 73 7 2 5 0 0 0 7 1 6
平成29年度 203 5 198 10 3 7 0 0 0 18 1 17
平成30年度 40 2 38 4 1 3 0 0 0 1 0 1
令和元年度 7 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0
令和２年度 240 9 231 14 5 9 1 0 1 22 0 22
令和３年度 136 3 133 5 2 3 1 1 0 6 2 4

合計 1,063 34 1,029 52 18 34 2 1 1 78 9 69

雪下ろし等除雪作業
によるもの

側溝等転落によるも
の

雪崩等によるもの
屋根雪落下によるも
の

死者 重軽傷者 死者 重軽傷者 死者 重軽傷者

平成24年度 24 1 23 2 0 2 172 7 165
平成25年度 11 2 9 1 0 1 73 7 66
平成26年度 40 1 39 1 0 1 193 11 182
平成27年度 8 1 7 2 0 2 49 2 47
平成28年度 8 1 7 2 0 2 99 6 93
平成29年度 24 2 22 31 9 22 286 20 266
平成30年度 8 1 7 3 0 3 56 4 52
令和元年度 1 0 1 2 0 2 10 1 9
令和２年度 45 3 42 42 4 38 364 21 343
令和３年度 27 1 26 26 8 18 201 17 184

合計 196 13 183 112 21 91 1,503 96 1,407
※　被害状況は県防災局危機対策課調べ。

合計
除雪機事故によるも
の

その他（疾患発症を
含む）
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第８ 施策の展開 

 

Ⅰ 雪国の暮らしと交流を支える基盤づくり 

～ 交通・通信等の確保 ～ 

 

１ 雪に強い交通ネットワークの確立  

 
【現状と課題】 

● 市町村合併や自動車への依存の高まりにより雪国の暮らしは広域化して

おり、活力ある経済社会を構築するために交通の果たす役割は極めて重要

です。 

● 道路における降積雪は、交通の安全性や円滑性の確保の障害となってお

り、雪に強い道路整備及び維持・保全と冬期間の交通安全対策が求められて

います。 

● 記録的な豪雪に見舞われる中、地吹雪や短期間の集中的な降雪により走

行不能車両が発生し、後続車両の連鎖的な滞留が発生した事例があること

から、各道路管理者及びその他の関係機関が情報を共有しながら連携して

対応することが必要です。 

● 除排雪作業の主な担い手である地域の建設業者では、県内人口の減少に

伴う建設業就業者数の大幅な減少により、除雪オペレータの減少や高齢化

が進行していることに加え、建設業者所有の除雪機械の維持・更新も課題と

なってきております。こうした状況も踏まえ、持続的な除排雪体制を確保す

る必要があります。 

 

【施策の方向】 

● 安全で円滑な冬期道路交通を確保するため、除排雪体制の確保を図ると

ともに、消融雪施設の整備及び維持・保全並びに雪に強い道路整備に努めま

す。 

● 雪に強い交通ネットワークを確立するため、公共交通機関の運行の確保

や交通バリアフリーの促進に努め、利便性向上による利用促進を図ります。 

● 県民生活を守るため、冬期交通の確保に向けた体制整備を進めるととも

に、地吹雪や集中的な降雪時には、交通への影響を最小限とするため、交通

事業者、各道路管理者及びその他の関係機関との十分な連携・調整に努めま

す。 
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【施策の推進】 

（１） 道路交通の確保 

ア  除排雪体制の確保 
① 各道路管理者の連携のもと、効率的な除雪に努めます。 

② 除雪水準を維持するため、除雪機械の計画的な更新を図るとともに、

除雪オペレータの確保・育成及び技術力の保持・向上に努めます。 

③ 市街地や人家が密集した地域等における排雪及び堆雪場所の確保に

努めます。 

④ 降積雪や路面状況、除雪作業に伴う交通規制に関する情報の住民提供

に努めます。  

⑤  路面凍結による走行不能車両の発生や事故を防止するため、凍結防止

剤の効果的な散布に努めます。 

⑥ ＩＣＴなどを活用した新技術の導入等による除雪管理や路面状況の

監視並びに道路利用者への情報発信を推進するとともに、除雪作業の効

率化・省人化を図り、持続可能な除雪体制の構築に努めます。 

⑦ 除雪の支障となる路上駐車の取締りを推進します。      

⑧ 道路除雪に関する県民の理解が得られるよう、市町村、関係機関等と

連携し、広報等の普及啓発に努めます。 

 

イ  幹線道路等の交通の確保 
① 短期間に集中的な降雪が生じた場合においても幹線道路等の交通が

確保されるよう、道路管理者等の関係機関が十分に連携し、相互の情報

共有や事前の訓練を実施するなど除排雪の体制の整備その他の必要な

措置を講ずるよう努めます。 

② 短期間の集中的な大雪時には、道路管理者等の関係機関による情報連

絡本部の設置やタイムライン（段階的な行動計画）に基づく躊躇ない通

行止めと集中的な除雪作業などにより、幹線道路等における大規模な車

両滞留の回避に努めます。その際、関係機関と連携して、行動変容につ

ながる事前の広報や周知を実施するよう努めます。 

③ 大規模な車両滞留が発生した場合に備え、立ち往生車両を速やかに排

除するための資機材の配備などのほか、乗員の保護や滞留車両への燃料

供給、充電対応等の体制の整備に務めます。 

 

ウ  消融雪施設の整備及び維持・保全 
①  流雪溝や消融雪施設の効率的な整備及び維持・保全に努めます。 

② 現場状況に応じ、地中熱を利用したヒートポンプやヒートパイプなど
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の無散水消融雪施設の整備を推進します。  

 

エ 雪に強い道路整備 
① 堆雪スペースを備えた広幅員道路やバイパスの整備を推進します。 

② 雪に強い高速自動車国道と地域高規格道路の整備を促進します。  

③ 急な坂道や急なカーブの道路の改善に努めます。     

④ スノーシェッド、雪崩防止柵等の防雪施設の整備及び維持・保全に努

めます。 

⑤ トンネルの整備及び維持・保全に努めます。 

⑥ 県の代行制度等により市町村道の整備を促進します。 

⑦ 地吹雪対策等の防雪体制を強化します。 

⑧ 冬期孤立集落を解消するための連絡道路の整備を推進します。  

                                                                     

オ 交通安全対策の推進 
① 寒冷地仕様の信号機の整備や標識等の道路施設からの落雪対策を推

進します。 

②  降積雪に対応した交差点の改良を図ります。   

③ 積雪・凍結時の安全運転技能の向上など交通安全教育の充実を図りま

す。 

④ 冬道の安全走行の広報活動に努めます。 

⑤ 冬期の道路交通情報について道路交通情報センターによる広報等の

情報提供に努めます。 

⑥ 安全で円滑な交通を確保するため、的確かつ迅速に道路交通情報を提

供するシステムなどＩＴＳ（高度道路交通システム）の整備に努めます。 

⑦ 運転者や関係団体等に対し、スタッドレスタイヤ及びタイヤチェーン

の早期装着を呼びかけ、冬道の安全走行を促進します。 

 

（２） 公共交通の確保                                               

ア 鉄道交通の確保 
① 鉄道車両の耐雪化を促進します。 

②  雪崩防止柵、散水消雪装置等の融雪施設の整備を促進します。 

③ 線路・駅構内の除雪体制の強化を図るため、排雪車両、除雪機械の整

備を促進します。 

④  気象状況に応じて適正に運行（必要な場合には列車の運転を見合わせ

ることを含む。）するための管理体制の整備を促進します。また、長時間

にわたる列車の停車が発生する、または発生が見込まれる場合における
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乗客の救出等のために必要となる措置について、関係機関との連携に努

めます。 

⑤ 気象状況に応じて適正な踏切除雪を行うとともに、踏切事故防止の広

報活動を促進します。 

⑥ 運行（遅延）状況や気象情報の迅速な提供を促進します。 

⑦ 降雪により運休が見込まれる場合、利用者からの理解を得られるよう、

鉄道事業者による事前の広報や周知の取組を促進します。 

⑧ パークアンドレールライドシステムの普及とその啓発に努めます。  

                                                                     

イ  バス等による交通の確保 
① バス運行情報提供システムを活用したバスの位置情報の提供を促進

します。 

② バス不便地域へのコミュニティバスの整備を促進します。 

③ バス路線の確実な除雪に努めます。 

④  佐渡空港の除雪体制の確保に努めます。また、新潟空港の除雪体制の

強化を国に働きかけます。 

⑤  臨港道路の確実な除雪に努めます。また、冬期においても安定的な海

上輸送を確保するため、港湾施設の整備拡充に努めます。 

⑥ パークアンドバスライドシステムの普及とその啓発に努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                 

 

 

２ 電力・通信の確保 

 
【現状と課題】 

● 豪雪時は、送電線や通信線の切断等による機能障害が生じやすく、雪に強

い電力・通信体制を確保する必要があります。  

 

【施策の方向】 

● 日常生活や社会経済活動の維持・向上に欠かせない電力供給機能と通信

機能の確保対策の強化を図ります。 

● 降積雪時においても県民が安心して生活できる電力・通信機能の整備に

努めます。 
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【施策の推進】 

電力・通信機能の確保                                               

① 発変電所の防雪設備の整備を促進します。 

② 通信線・電力線の難着雪化・地中化を促進します。 

③ 克雪用水供給やロードヒーティング、屋根融雪装置に必要な電力の安

定供給を促進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                   

 

 

３ 情報提供体制の確立 

 
【現状と課題】  

● 情報通信技術の発達により住民のニーズが多様化し、総合的な雪情報シ

ステムの構築が求められています。 
 

【施策の方向】 

●  冬期間の生活の安定と社会経済活動の円滑化を図るため、降積雪の状況、

除雪情報や道路状況等の情報を提供するシステムを運用するとともに、各

種情報提供システムのネットワーク化に努めます。   

 

【施策の推進】  

総合的な雪情報システムの運用と整備 

① 降積雪状況や道路交通状況に関する総合的な情報をインターネット等

で提供するシステムの構築に努めます。 

② 各種情報提供システムについては、近年における降雪の態様の変化、情

報通信技術の発達・普及等を踏まえて、情報提供の内容改善に努めるとと

もに、全ての住民等に的確に伝達されるよう努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅱ 雪国の快適な生活空間の創造 

～ 居住性・アメニティの向上 ～ 

 

１ 雪に強い都市・農山村づくり 

 
【現状と課題】  

  ● 高齢化、人口・世帯数の減少、働き方の変化などにより地域内の除排雪体

制の弱体化が進んでおり、地域レベルでの総合的な雪対策が求められてい

ます。 

  ● 居住環境については利便性と快適性が求められてきています。 

 

【施策の方向】 

  ● 降積雪に配慮した市街地の形成や地域の実情に合った雪処理システムの

整備など、きめ細かな対策を講じ、雪に強い都市・農山村づくりを推進して

いきます。 

  ●  住まいの周辺部の雪対策を含めた克雪街区の形成を促進します。 

 

【施策の推進】 

（１） 雪に強く快適な都市空間の創造 

① 住宅の集団的克雪化、消融雪施設の体系的・効果的配置、アーケード

の整備など市街地全体の克雪化を促進します。 

② 都市災害の防止や都市景観の向上につながる無電柱化を推進します。  

③  住宅団地全体の克雪化に配慮した宅地開発を促進します。 

④ 地区計画等の活用により幅員の広い道路や冬期利用に配慮した公園

等の確保を図り、快適で魅力あるまちづくりを推進します。  

⑤ 機械除雪が困難な地域における流雪溝や消融雪施設の整備及び維持・

保全に努めます。     

⑥ 日常生活において使用する公共施設等は、高齢者や障害者など誰もが

円滑に利用できるよう除排雪に努めます。 

⑦ 地域住民の自主的組織的な克雪活動を促進します。  

  

（２） 雪に強い農山村づくり  

① 農業用用排水等を利用した消排雪施設の整備を促進します。 

②  集落内道路の除雪を促進します。 
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③  冬期孤立集落等の集落機能の確保に努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                   

 

 

２ 雪に強く快適な住まい・居住環境づくり 

 
【現状と課題】 

● 屋根雪や住まいの周辺部の雪処理など雪による障害は、いまだ冬の生活

を阻害しています。 

● 個々の住宅にとどまらない地域ぐるみでの雪に強い居住環境づくりが求

められています。 

● 空き家の屋根雪下ろし等の除排雪が実施されずに周辺住民に不安を与え

る事案が発生しており、所有者等による適切な管理が求められています。 

 

【施策の方向】 

● 屋根雪処理に係る各種工法等の普及などを促進するとともに、住まいの

周辺部の雪対策を含めた克雪街区の形成を促進します。  

● 雪を蓄えて夏に冷熱源として使用する取組など、住まいの周辺部におけ

る雪の利用を促進します。 

● 積雪に伴う空き家の倒壊等による危害を防止するため、所有者等による

適切な空き家の除排雪を促進します。 

 

【施策の推進】 

（１） 雪国に適した住宅の普及促進 

① 「新潟県住宅の屋根雪対策条例」に基づき、屋根雪処理の負担や危険

が少ない克雪住宅や断熱性や気密性、採光など冬期の生活面に配慮した

雪国に適した住宅の普及を促進します。 

② 地域に適した安全な屋根雪処理方法等の普及啓発に努めます。 

③  住宅相談機関による情報提供や指導に努めます。   

④ 雪の冷熱エネルギーを利用するための方法等の普及啓発に努めると

ともに、住宅等への導入を促進します。 
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（２） 良好な克雪街区の形成促進   

       克雪住宅の集団的整備事業、雁木のまちなみ保存・整備や共同駐車場の

設置促進など、地域ぐるみで行う克雪対策を通じて、良好な克雪街区形成

を誘導し、地域の振興に寄与します。 

 

（３） 空き家の雪下ろし等の管理の確保 

① 市町村に対して、空き家除雪に関する先進的取組事例の情報提供に努

めます。 

② 「新潟県住宅の屋根雪対策条例」に規定された空き家の屋根雪下ろし

等の適切な運用に努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                    

 

 

３  安全で快適な歩行環境の整備 

 
【現状と課題】 

 ● 冬期の歩行者空間の確保は、車道に比べて十分とはいえません。 

 ● 高齢者の増加等により積雪期においても歩きやすい歩道が求められてい

ます。  

 

【施策の方向】 

  ● 冬期歩行者空間のネットワーク化を図り、安全で快適な歩行環境を整備

します。  

 

【施策の推進】 

（１） 歩行者空間の整備 

①  機械除雪が可能な歩道の整備を推進するとともに、除雪機械の効率的

な配置により迅速な歩道除雪に努めます。   

②  電線共同溝等の整備により無電柱化を促進します。 

 

（２） 冬期歩行者空間のネットワーク化  

①  アーケード構造の施設の整備を促進します。  

②  地域の実態に応じて無散水消融雪施設の整備を推進します。 
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                   

 

 

４ 克雪コミュニティの形成 

 
【現状と課題】  

● 都市化の進展や生活様式の多様化等により地域に対する住民の関心と参

加意欲が薄れてきています。 

● 豪雪地域の集落においては、過疎化・高齢化の進行により集落維持機能が

低下してきています。 

  

【施策の方向】 

● 雪に強い地域社会づくりのため、住民等の協力体制の整備等による克雪

コミュニティの形成を促進するとともに、行政と住民の相互協力体制の確

立を図ります。 

  

【施策の推進】 

（１） 克雪コミュニティの形成 

① 除排雪を推進するための地域リーダーの育成を図るとともに、克雪活

動体制の整備を促進します。 

② 講演会の開催など雪に関する知識の普及活動を充実強化し、住民の主

体的な克雪活動の取組を促進します。 

 

（２） 行政と住民の相互協力体制の確立 

①  行政と住民の協力による除排雪体制の確立に努めます。 

②  行政と住民の連絡体制づくりを促進します。  

③ 住民の要望の把握に努めます。          

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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５ 克雪用水の確保 

 
【現状と課題】  

● 豪雪地域においては、消雪パイプや流雪溝など水を利用した消排雪施設

が広く普及しており、その整備には克雪用水を確保する必要があります。 

 

 【施策の方向】 

● 克雪用水の需要に対応するため、その確保対策を積極的に推進します。 

  

【施策の推進】 

克雪用水の確保 

① 農業水利施設の整備により克雪用水の確保を図ります。 

② 克雪用水利権の定着化を図り、河川表流水の利用を促進します。 

③ 雪対策ダム等の建設や既設ダム、貯水池等による地域の有効な水源の

活用を促進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅲ 安心できる雪国の暮らし 

～ 生活環境施設等の整備 ～ 

 

１  福祉対策等の推進 

 
【現状と課題】 

● 高齢者世帯や障害者、ひとり親世帯などの要援護世帯等においては、屋根

や玄関前の雪処理が自力で困難な場合が多く、心理的、経済的に大きな負担

となっています。 

● これまで要援護世帯等を支えてきた地域の相互扶助能力が低下してきて

いることや、気候変動の影響による短期間の集中的な降雪等により、積雪期

の生活への不安が増しています。 

  

【施策の方向】 

● 要援護世帯等が安心して生活できるように除雪援助やボランティア活動

を促進します。 

● 積雪期でも安心して生活できるように、介護・福祉サービスの充実を図る

とともに、地域における見守り・支え合い体制の整備を推進します。 

 

【施策の推進】 

（１） 除雪困難な世帯に対する援助   

① 除雪が困難な世帯に対する相談窓口の設置を促進します。   

② 要援護者の身近にいる地域住民や自主防災組織、民生委員等による訪

問活動を促進します。  

③ 除雪援助要請に迅速に対応できる雪害防止連絡網の整備を促進しま

す。 

④  地域住民の協力によるボランティア活動を促進します。 

 

（２） 介護・福祉サービス供給体制等の整備 

①  必要な介護・福祉サービスの確保及び積雪期における介護・福祉サー

ビスの安定供給に努めます。 

② 社会福祉施設の耐雪化を図ります。 

③ 高齢者等の孤立化を防止するため、見守り・支え合いネットワークの

構築を推進します。   
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④  コミュニティバスの運行確保、交通施設の環境整備を図ります。 

 

（３） 雪国生活に適合した税制の実現 

       豪雪地域の住民の経済的負担に配慮し、雪国生活の実態に適した税制の

実現に努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                  

 

 

２  保健医療等の確保 

 

【現状と課題】 

● 住民の健康意識の高まりや高齢者の増加によって保健医療に対する需要

は増大してきています。 

● 医療施設の地域的な偏在や無医地区の存在などにより十分な医療サービ

スが受けられない問題が生じています。 

● 降雪により冬期の活動範囲が狭まることが、閉じこもりのきっかけや認

知症や寝たきりの症状を進行させる要因となることが考えられるため、そ

の対策が求められています。 

● 水洗化の推進、ごみ処理の円滑化、飲料水の確保を図る必要があります。 

 

【施策の方向】 

●  地域の実情にあった保健医療体制の整備を促進します。 

● 下水道等汚水処理施設の普及とごみ処理、飲料水確保のための施設整備

を促進し、生活環境を改善します。 

 

【施策の推進】 

（１） へき地医療等の確保 

①  へき地医療拠点病院及びへき地診療所の整備を促進します。 

②  巡回診療、訪問診療及び訪問看護の実施を促進します。 

③  巡回診療の未実施地域における患者輸送車（雪上車）の整備を促進し

ます。 

④  画像伝送装置等の利用による遠隔診療の拡充を図ります。 

⑤ 緊急救急車両の充実に努め、その配備を促進します。 
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（２） 健康づくりの推進 

① 健康寿命の延伸を図るためのマンパワーの確保に努めます。  

② 生活習慣病対策を推進します。     

③ 運動器の機能向上や閉じこもり予防等の介護予防事業を促進します。 

 

（３） 下水道等汚水処理施設の普及、ごみ処理対策と飲料水の確保 

① 下水道等の汚水処理施設の整備を促進します。 

② 施設の耐雪構造化を促進します。 

③ ごみの一時保管施設の整備及び最終処分場への道路除雪の促進など

によりごみ処理の円滑化を図ります。 

④  冬期間の飲料水確保のため、老朽施設の改良等を促進します。 

⑤ 安全性と安定給水の確保に留意した広域的な水道施設の整備を促進

します。 

⑥  水質の保全や水源の安全確保など、施設の維持管理の強化を促進しま

す。 

⑦  豪雪災害時の生活水の供給確保のため、水源や配水系統の複数化を促

進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                  

 

 

３  教育環境の整備 

 
【現状と課題】 

●  学校の校舎、体育館には老朽化した建物が存在しています。 

● 降積雪により、屋外での体育活動等が制約されるほか、通学時の危険も増

大します。 

 

【施策の方向】  

●  除雪により適切な教育環境を確保するとともに、老朽化した建物の改築

や大規模改修など学校教育施設の整備を促進します。 

● 通学路の交通安全対策の充実を図ります。   
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【施策の推進】 

（１） 学校教育施設の適切な管理・整備 

① 校地内を適切に除雪することにより児童・生徒の安全確保及び学校施

設の保全に努めます。 

② 施設の耐雪構造化及び除排雪並びに消融雪施設の整備を促進します。 

③ 降積雪期における屋外スポーツの利用に配慮した施設の整備を促進

します。 

④ 学習用端末等のＩＣＴ機器や通信環境の整備を促進することにより、

ＩＣＴを学習に活用する環境の充実を図ります。 

 

（２） 通学の安全の確保 

①  交通安全施設等の整備を推進するとともに、歩道除雪による安全な通

学路の確保に努めます。 

② 遠距離通学児童生徒のためのスクールバスの運行を促進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                   

 

 

４  消防施設等の整備 

 
【現状と課題】 

● 火災の発生が多くなる冬期間においては、積雪のために迅速な消火活動

に支障をきたしています。    

● 近年は高齢者の火災による犠牲者が増えています。 

● 少子高齢化等の社会情勢の変化に伴い、消防団員数が減少しています。 

 

【施策の方向】 

● 降積雪期における火災被害を軽減させるため、火災予防の徹底と消防力

の充実を図ります。 

● 高齢者世帯の住宅防火対策を図ります。 

 

【施策の推進】 

消防施設等の整備 

① 火災を未然に防止するために、消防機関による指導と防火啓発を図り
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ます。 

② 施設の除雪及び凍結防止を徹底するとともに、消防水利の確保を図り

ます。 

③ 消防ポンプ自動車等の機動力の整備と消防団員の確保などにより、消

防力の充実に努めます。 

④ 高齢者の住宅防火対策として、逃げ遅れ防止に効果的な住宅用火災警

報器の設置及び維持管理の徹底や、民生委員や社会福祉団体等の協力に

より、防火意識の啓発の強化を図ります。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                     

 

 

５ 雪処理の担い手の確保 

 
【現状と課題】   

● 過疎化・高齢化の進行により、高齢者等を中心に自力での除雪が困難な世

帯が増えていることから、住民の協力体制の整備等により、地域における持

続的な除排雪体制の整備を促進する必要があります。 

● 気候変動の影響による短期間の集中的な降雪などによる豪雪時は、地域

業者の対応能力を超えた降雪となる場合もあり得ることから、県、市町村及

び建設業団体等が相互連携を図り、広域支援体制を整備する必要がありま

す。 

 

【施策の方向】 

● 高齢者等が安全・安心な冬期生活を確保できるように克雪コミュニティ、

除雪ボランティア等の多様な担い手による雪処理の取組への支援を推進し

ます。 

● 豪雪時において、地域の除排雪の状況を把握し、必要な人材等を遅延なく

供給するよう努めます。  

● 過疎化・高齢化が進行する中、将来においても持続可能な除排雪体制の確

保を図ります。 
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【施策の推進】 

（１） 除排雪活動を目的とした克雪コミュニティ活動の推進 

① 住民等が協力して行う計画的な除排雪活動を推進します。 

② 克雪コミュニティによる克雪力を維持・強化するため、小型除雪機の

配備・更新等について支援を推進します。 

 

（２） ボランティア活動の促進 

ア ボランティア活動の促進 
① 平常時からボランティア活動の必要性等の周知を図るとともに、県内

の除雪ボランティアの募集に関する情報提供等を行い、ボランティア活

動への参加を促進します。      

② 先進市町村等の受入事例やノウハウを提供します。 

③ 地域の実情に応じて広域からの除雪ボランティア等雪処理の担い手

を受け入れられるような受け皿機能を果たす組織や、コーディネーター

の養成に向けた取組を促進し、受入市町村の拡大に努めます。 

④ 災害時における雪処理のボランティア活動を支援するため、「県災害

ボランティア調整会議」等と連携して、ボランティアが活動しやすい環

境整備に努めます。 

⑤ 県民、ボランティア等に対し、非営利団体等と連携し、安全で効率的

な雪処理の知識・ノウハウ等の雪処理技術の習得を促進します。 

⑥ ボランティアの実施にあたっては、危険箇所の事前確認や命綱等の安

全を確保するための装備の装着など安全対策の徹底を促進します。また、

ボランティア保険への加入促進に努めます。 

 

イ ボランティア活動による交流人口の拡大 
ボランティアの確保や地域でのボランティア受入への理解促進を図る

ため、ボランティアと受入地域との交流等を組み合わせたボランティア派

遣の取組を促進します。 

 

（３） 雪処理の担い手確保のための広域応援体制の推進 

    豪雪時における雪下ろし等除排雪作業の担い手が不足し、雪処理の滞留

が発生する前に建設業団体等と連携し、広域応援による担い手確保を図り

ます。 
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                     

 
 

６ 除排雪作業中の安全の確保 
 

【現状と課題】 

● 気候変動の影響による短期間の集中的な降雪などにより、屋根の雪下ろ

し等による除排雪作業中の事故が相次ぎ、高齢者を中心に多くの人的被害

が発生していることから、除排雪作業中の事故防止対策を講じる必要があ

ります。 

 

【施策の方向】 

● 地域における持続可能な除排雪体制の整備や地域における除排雪の安全

を確保するための取組を推進します。 

● 国、市町村等と協力して、様々な広報手段を活用した雪処理事故防止のた

めの注意喚起や啓発活動を推進します。 

 

【施策の推進】 

（１）雪下ろし等除排雪作業中の安全の確保 

① 「新潟県住宅の屋根雪対策条例」制定の趣旨を踏まえ、県民、除雪ボ

ランティア等に対し、広報誌等を通じて、屋根・はしごからの転落など

除雪作業の持つ危険性に対する理解を得るための啓発活動を推進しま

す。 

② 屋根雪下ろしによる事故を防止するため、命綱固定アンカー設置の促

進、墜落制止用器具・ヘルメット等の除排雪の安全を確保するための装

備の普及に努めます。 

③ 地域における死傷事故防止等に向け、市町村が主体となって行う地域

における持続可能な除排雪体制の整備の促進等を推進するため、地域に

おける除排雪体制整備の取組について積極的な情報収集及び実施事例

の市町村への情報提供に努めるとともに、国へ交付金等による支援を要

請していきます。 

④ 除雪機による死亡・重傷事故を防ぐため、正しく安全な使用に係る啓

発活動を推進します。 
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（２）克雪に関する技術の開発及び普及 

① 除排雪中の事故の発生及び担い手不足の防止に資する、除排雪の自動

化及び省力化に関する技術の開発・普及を推進します。 

② 技術の開発・普及にあたっては、デジタル技術を活用するなどし、住

民の利便性の向上等を図ります。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅳ 活力ある雪国の産業づくり 

～ 産業の振興 ～ 

 

１ 農林水産業の振興 

 
【現状と課題】 

● 農林水産業は県内の経済や地域の均衡ある発展を支える基盤となってい

ます。 

● 冬期間は降積雪によって、農作業の遅延や立木の倒伏等の被害が生じ、生

産活動の停滞を余儀なくされ、地域の活性化と定住にとって大きな障害と

なっています。 

● 漁港施設については、冬期波浪期の安全性を確保するとともに、漁船の安

全な操業を確保する必要があります。 

 

【施策の方向】  

● 雪害防止対策の強化や地域環境に合った生産技術の開発・普及など生産

基盤の整備を進め、雪に強い農林水産業の振興を図ります。 

● 積雪寒冷等の地域の特性を生かした各種農産物の導入・普及や健全な森

林の育成、水産資源の維持増大に努めます。 

● 雪冷熱エネルギーの利用により、生産・加工・貯蔵した農産物のブランド

化や低コストでの出荷調整など、雪を有効かつ積極的に活用する取組を進

めます。 

  

【施策の推進】 

（１） 農業の振興 

① 豪雪地帯の特殊性に対応した用排水施設や農道の整備など農業農村

整備事業を積極的に推進し、農業生産基盤及び生活環境基盤の一体的整

備に努めます。 

② 農業用施設の耐雪化を図るとともに、除雪機械や消融雪施設の整備に

よる農用地等の除排雪を推進します。 

③ 積雪による作物の生育期間上の制約を克服するため、農地の消融雪や

農道の除排雪を適期に実施することで、農業経営に支障がでないよう努

めます。 

④ 生産組織を含めた農業の担い手の確保・育成を図ります。 
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⑤ 雪害を受けやすい農作物の適正な栽培管理技術の普及、指導に努めま

す。また、農業保険への加入の促進に努めます。 

⑥ 雪に強い品種の栽培技術を研究するとともに、その普及を図ります。  

⑦ 積雪寒冷等の気象条件や地域資源を生かした各種農作物の導入・普及

を促進します。 

⑧ 雪を活用した野菜の抑制栽培等、農作物の作期拡大技術の開発・普及

に努めます。 

⑨ 雪の冷熱エネルギーを利用した農産物の低温貯蔵等の農業技術を開

発・普及するとともに、出荷調整及び鮮度保持による有利販売体制の強

化を図ります。 
 

（２） 林業の振興 

① 林業の基幹的施設である林道の整備や高性能林業機械の導入等によ

る県産材生産に努めます。 

② スギの優良大径材生産及び広葉樹林育成等、豪雪地域に適合した保育

技術体系の確立と普及を図ります。   

③ 雪おこし、適切な間伐、森林病害虫等の防除による森林の保護・管理

の充実を図ります。また、森林保険への加入の促進に努めます。 

④  耐雪性品種の創出及び増殖に努めます。 

⑤ 雪崩や山崩れなどの山地災害を未然に防止し、水源のかん養、保健休

養等の多面的な機能を発揮し得る森林の整備を推進します。 

 

（３） 水産業の振興  

① バイオテクノロジー等の先端技術の活用及び水産物の流通・加工施設

等の充実による水産業経営の近代化、合理化を促進します。 

② 漁港施設の整備・拡充を図るとともに、防雪・除雪体制の整備を推進

します。 

③ 漁船の安全操業を確保するため、通信施設、航路標識等の整備に努め

ます。   

④ 融雪水を利用した内水面養殖業及び越冬施設整備を促進します。 

⑤ 積雪寒冷等の地域の特性に合った魚種の生産拡大を推進します。 

⑥ 水産用医薬品の適切な使用など越冬飼育管理技術の向上・普及を図り

ます。   

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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２ 商工業等の振興 

 
【現状と課題】 

● 経済の高度化や高速交通網の整備進展に伴い、物資の輸送等は著しく増

加し、消費活動や産業生産活動も広域化してきています。 

● 降積雪期における道路交通等の悪化は、商品、資材等の搬出入や通勤、買

い物等に支障をきたし、地域の経済活動に大きな影響を及ぼしています。 

● 社会の価値観の変化、ライフスタイルの多様化、地球環境への関心の高ま

りなどの時代の潮流をつかむとともに、東日本大震災後の再生可能エネル

ギーへの期待の高まりを踏まえ、市場のニーズの高度化・多様化に対応した

新しい産業を支援していく必要があります。 

 

【施策の方向】 

● 道路交通の確保はもとより、雪に影響されない快適な商業空間の創造や

雪国特有の産業の育成を図るなど、商工業活動の基盤づくりを進めます。 

● 雪国のなかで培った技術やノウハウを活用した商品の開発を積極的に推

進するとともに、雪を生かした新しい産業の振興に努めます。     

  

【施策の推進】 

（１） 商業の振興 

① 無雪駐車場の整備、店舗の共同化等による商店街の高度化を促進しま

す。 

② アーケードや消融雪施設、商店街が共同で設置する屋根雪処理施設の

整備を促進します。 

③ 雪に強い流通業務団地等の整備を図ります。 

 

（２） 工業及び新しい産業の振興  

① 地域産業の育成と技術力の向上を図るため、試験研究機関の拡充強化

に努めます。 

② 克雪技術関連産業、冬期スポーツ産業など雪国特有の産業の育成に努

めます。     

③ 雪国に適した商品の開発を推進するとともに、積雪寒冷等の雪国の地

域特性を生かした地域産業、新しい産業の振興に努めます。  

④  異業種間の交流・融合を促進します。        

⑤ 付加価値の高い先端産業など積雪地域の特性に適した業種の企業誘

致を推進します。 
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⑥ 克雪技術に関する研究開発・普及に対する助成により、地域に密着し

た克雪技術産業の振興を図ります。 

⑦ 雪に強い工業団地の整備を図ります。   

⑧ 消融雪施設や屋根雪処理施設の設置に対する助成により、工業施設の

耐雪化を促進します。 

⑨ 雪の利活用の促進を図るため、広く雪冷熱システム導入を促進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                   

 

 

３ 雇用対策の推進 

 
【現状と課題】 

● 豪雪地域における季節的失業を防止し、雇用就業機会を安定的に確保す

ることが重要な課題となっています。                           

● 中長期的な若年労働力の減少が見込まれるため、人材の確保と定住の促

進を図ることが必要とされています。       

● 高付加価値化や新分野の展開に対応した人材の育成が求められ、労働者

の働き方に対するニーズが多様化する中で、個々人のキャリア形成の支援

が重要となってきています。  

 

【施策の方向】 

● 通年雇用の促進や地域の雇用開発等を積極的に推進し、雇用就業機会の

安定的な確保を図ります。  

● 県内企業が必要とする人材を確保し、定住の促進を図ります。 

● 産業や就業構造の変化に的確に対応していくため、幅広い職業能力開発

と高齢者等の雇用就業機会の拡充を推進します。 

  

【施策の推進】 

（１） 通年雇用の促進 

     通年雇用助成金など各種支援制度の周知・啓発による通年雇用対策を推

進します。 
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（２） 人材の確保 

①  新規学卒者の県内就職を促進します。 

② 県外に在住する社会人及び県外大学等に就学する学生の本県への 

Ｕ・Ｉターン就職を促進します。     

 

（３） 雇用開発の推進及び雇用就業機会の確保  

① 企業の積極的な誘致及び新たな特産品づくりなど地域の産業おこし

等を促進します。 

② 施工時期の選択制度の導入などによる工事の平準化に努めます。 

③ 中高年齢者の雇用就業機会の確保・拡大を促進します。 

④ シルバー人材センターの新規設置と事業の拡充を支援します。 

  

（４） 職業能力の開発  

     公共及び民間の職業能力開発施設の整備及び機能充実によって、産業技

術の高度化等に対応した職業能力の開発・向上を支援します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅴ 雪を生かした個性豊かな地域社会の創造 

～ 雪の利活用等の推進 ～ 

 

１ 利雪技術の利用開発 

 
【現状と課題】 

● 雪の冷熱エネルギーを利用した技術は、エネルギーの地産地消の推進及

び脱炭素社会の実現に寄与するものです。 

● これまで県内では雪の冷熱エネルギーを利用した施設が数多く整備され、

雪冷房や雪室倉庫（農産物等を貯蔵する倉庫）として活用されていますが、

さらに積極的な雪の利活用を促進し、地域や産業の振興につなげていく必

要があります。 

● 雪は豊富な水資源やイベント等の素材、エネルギー源としても大きな可

能性を秘めています。  

 

【施策の方向】 

● 雪国の活性化と個性化を図る観点から、利雪技術の開発・普及や生活、産

業等への利活用を積極的に推進します。 

● 雪を重要な資源として捉え、観光資源として活用するほか、環境負荷の小

さい地域新エネルギーとしての導入を促進します。 

 

【施策の推進】 

雪資源の活用 

   ① 雪冷蔵、雪室倉庫など雪の冷熱エネルギーを利用した施設の整備を促

進します。 

  ② 雪室倉庫で保存した食品のブランド化や雪室倉庫の体験施設としての

活用など、地域や産業の振興につながる取り組みを促進します。 

  ③ 雪の貯蔵、融解抑制等の技術開発による真夏の雪祭りや各種イベント

等への雪の利活用を促進します。 

    ④ 生活用水や農業用水など水資源としての利用を促進します。  

  

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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２ 雪を利用した魅力ある観光地づくり 

 
【現状と課題】 

 ● 雪は、スキーなどの冬季スポーツや各種イベント等に幅広く利用され、雪

国の振興に大きく寄与しています。 

 ● 雪国の魅力や個性を表現するうえで、雪は欠くことのできないものであ

り、今後もその利活用を積極的に行っていく必要があります。  

 

【施策の方向】 

● スキーなどの冬季スポーツに加え、雪国の食や暮らし、知恵など「雪」が

生み出す上質な新潟の魅力をアピールすることで、国際競争力のある「スノ

ーリゾート新潟」づくりを推進します。 

● 雪国の豊かな自然環境等を活用した総合的な観光・レクリエーション地域

の整備を進めるとともに、雪国景観の創造・保全やイベント等への新たな雪

の利活用に努め、雪国の感性豊かで魅力ある観光地づくりを推進します。 

 

【施策の推進】 

（１） スキー観光の振興 

①  自然環境との調和を図ったスキー場の整備を促進するとともに、指導

者の資質向上を図り、スキー観光の振興に努めます。 

② スノーマットや人工降雪機の整備などスキー場の暖冬少雪への対応

を進めるとともに、スキー場相互、温泉地とスキー場といった異種の観

光地の連携強化を図ります。 

③ 冬季スポーツの多様化に対応する施設の整備を促進します。 

   

（２） 個性豊かな観光地づくり 

① 雪を活用したイベントの開発や育成を図ります。  

② 雪国ならではの自然景観の保全や歴史的な町並み空間の形成支援な

ど、観光地の魅力向上に向けた景観整備に努めます。  

③ 国際競争力の高いスノーリゾートの形成、雪国の食や暮らし等を体験

できる施設の整備やプログラムの充実などによる滞在型観光を促進し

ます。 

④ 海外も視野に入れた冬期間観光の開発のほか、年間を通じた誘客の拡

大を図るため、スノーリゾート周辺の観光コンテンツの充実を促進しま

す。 

⑤ 多様な関係者との連携やデジタル利活用等による観光情報の提供に
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努め、国内外からの誘客を促進します。   

⑥ 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）・ガイド等の人材育成に努めます。 

⑦ 県民がスキーや雪を活用したイベント等に触れる機会を増やすこと

で、本県の観光資源が持つ価値等の再認識を促します。 

⑧ 教育旅行の受け入れや次世代を担う子どもたちの雪への触れ合いを

推進します。 

  

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                     

 

 

３ 雪国交流の推進 

 
【現状と課題】 

● 雪国の自然や文化を地域共通の財産として評価し、地域の活性化に活用

していこうとする取組が活発化してきています。 

● 降積雪等による産業活動の停滞や若年層を中心とした都市への人口流出

などから、地域活力の低下が懸念されている地域も少なくありません。 

 

【施策の方向】 

● 雪国の豊かな自然や伝統的な生活・文化等雪国の地域特性を活用した多

様な交流を積極的に推進します。 

● 地域の主体性と創意工夫による、個性豊かな地域づくりを進め、地域の活

性化を図っていきます。 

● 雪国についての知識の普及を図り、都市住民の理解を得ながら、双方連携

して、雪国の豊かさを享受できるような新たな交流スタイルの形成を促進

します。 

 

【施策の推進】 

（１） 人材の育成 

①  雪国の地域づくりを担う人材の育成と組織づくりを推進します。 

② 地域間の情報や人材の交流を促進し、雪国交流のネットワーク化を図

ります。 

 

 



 

 

- 36 - 
 

（２） 地域間交流の推進 

① 姉妹都市の提携やイベント等の開催により、地域間の交流や国際交流

を促進します。 

② グリーン・ツーリズムなど雪国の豊かな自然や伝統的な生活・文化等

雪国の地域特性を生かした体験型・参加型の地域間交流を推進します。 

③ 交流施設や宿泊施設などの複合的な整備を促進します。 

④ 交流の拡大を図るため、地域の産業や交流に関する情報受発信機能の

強化に努めます。 

⑤ 広域からの雪処理の担い手の円滑な確保という観点も含め、普段から

の交流による関係づくりや情報交換の推進を図ります。 

 

（３） 雪国に関する知識の普及 

      雪国の果たしている役割や価値について、多様な媒体の活用によって、

知識の普及を図ります。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                     

 

 

４ 雪国の新たなライフスタイルの創造 

 
【現状と課題】  

● 県民一人ひとりが雪や雪国の暮らしについて理解を深め、雪に親しみ、雪

と調和した暮らしを創造していくことは、豊かな潤いある雪国づくりを進

めていくうえで極めて重要です。                         

 

【施策の方向】  

● 雪や雪国の生活・文化等に対する意識を啓発します。  

● 雪に親しみ、雪を楽しむ親雪活動の普及等により、雪国の新たなライフス

タイルの創造に努めます。 

 

【施策の推進】 

（１） 雪国文化の創造 

① 雪国特有の生活用具、民俗資料、民話、風俗習慣、伝統民俗芸能等の

収集、記録、保存及びその活用を促進します。 
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②  各種講習会の開催や映像等の記録作成に対する助成措置により、伝統

民俗芸能等の後継者の育成を支援します。  

③ 雪国の伝統的な行事などを活用したイベント及び雪国特有の遊びや

競技を盛り込んだフェスティバル等の開催を促進します。     

④ 地域特性に応じた独自の生活文化や創意工夫を生かした雪対策や寒

冷地対策が進められている海外の雪国との情報・意見の交換を行うため、

国際雪国交流の促進に努めます。 

⑤ 文化活動施設の整備を促進するなど、文化にふれあうことのできる環

境づくりを推進します。 

⑥ 雪の景観素材としての活用等地域特有の自然や生活文化が反映され

た雪国ならではの景観の創造・保全に、住民、企業と一体となって努め

ます。 

⑦ 克雪活動や大雪時に備えた地域住民による支援のための仕組みづく

りを通じた地域コミュニティの形成の推進を図ります。 

 

（２） 冬期余暇活動等の推進 

① クロスカントリースキーコースなど雪に親しむ冬季スポーツ施設の

整備を促進します。 

② スキー等の地域スポ－ツフェスティバルやレクリエーション大会な

どの充実に努めます。 

③ 冬季スポーツ指導者の養成及び冬季のニュースポーツの導入と提供

等、生涯スポーツの振興を図ります。 

④ 土間付体育館、屋根付多目的広場等の交流・レクリエーション施設の

整備を促進します。 

⑤ 雪遊びのできる公園や雪中キャンプ、自然観察など新しい親雪活動に

必要な施設の整備を促進します。 

⑥ 学校体育施設の地域開放による地域の身近なスポーツ施設の利用を

促進します。 

 

（３） 雪に親しむ生涯学習等の充実 

① 雪を活用した自然体験学習や雪国の生活スタイルを学ぶプログラム

などによる体験活動及び指導者育成を推進します。 

② 各種講演会の開催などにより、雪や雪国に関する知識及び除排雪作業

等を通じた地域住民同士のコミュニケーションの重要性等の普及活動

を充実し、県民の主体的な取組を促進します。  

③ 様々な媒体による広報活動やシンポジウム等のイベントにより、雪や
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雪国に対する意識の高揚、イメージの転換を図ります。   

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅵ 雪に強く安全で美しい県土づくり 

～ 災害対策の充実・環境の保全 ～ 

 

１ 県土保全対策の強化 

 
【現状と課題】 

● 本県は、地形地質上の特質から地すべり土砂災害が起きやすいうえ、冬期

間においては、雪崩や河川の閉そくによるいっ水被害にしばしば見舞われ

ています。 

● 消雪用の地下水の過剰な汲み上げは、軟弱な粘土層を有する地域では地

盤沈下を招き、本県特有の環境問題となっています。             

● 雪国の自然環境を美しく健全な状態で将来世代に引き継いでいく必要が

あります。 

 

【施策の方向】 

● 雪崩防止等のための、治山、治水事業等を総合的に実施するとともに、地

域の実情にあった消融雪施設の整備など環境保全に配慮した施策の推進を

図ります。 

● 災害発生の兆候を早期に把握し、避難体制等の整備強化に努めます。 

  

【施策の推進】 

（１） 雪崩・地すべり防止対策の推進  

① 雪崩危険箇所の点検を実施し、危険箇所の周知を図るとともに、応急

対応、雪崩監視体制の強化を促進します。 

② 雪崩防止柵、雪崩防護柵等の雪崩防止施設の整備を促進するとともに、

雪崩防止林の造成に努めます。 

③ 雪崩の危険区域における開発や住宅などの建設を抑制します。  

④ 雪崩の危険区域における雪崩発生時の避難経路、避難場所及び住民へ

の連絡体制の整備を促進します。  

⑤ 地すべりに関する調査を充実し、地すべり防止工事を促進します。 

⑥ 地すべり巡視員制度を活用して地すべり発生兆候の早期発見に努め

ます。 

⑦ 農用地の防災対策及び地すべり対策を推進します。  
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（２） 河川・用排水路の整備促進   

① 融雪期における出水危険のおそれがある河川、用排水路の改修を促進

するとともに、市街地の河川の流雪に配慮した改修を促進します。 

② 河川敷地等への雪捨て基準を設定し、地域住民に周知を図るとともに、

融雪期における除雪を促進します。 

 

（３） 環境保全の推進 

① 環境負荷の少ない地域エネルギーである雪の冷熱エネルギーの活用

を促進します。 

② 酸性雨・雪を監視するため、「アジア大気汚染研究センター」に対する

支援を行います。   

③ 地下水採取の規制により、地盤沈下の防止対策を推進するとともに、

地下水の適正利用のためのかん養を促進します。  

④ 河川水、下水処理水など新たな水源の確保を図るとともに、これらを

利用した施設の整備を促進し、地下水依存からの転換を進めます。 

⑤ 地下水からの水源転換に係る融資を行うとともに、節水装置の設置に

対する助成に努めます。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

                  

 

 

２ 豪雪災害対策の推進 

 
【現状と課題】 

 ● 気候変動の影響による短期集中的な降雪などにより、豪雪時においては、

道路交通の停滞や鉄道輸送の遅延等が生じやすいほか、雪崩等の災害によ

り、尊い人命や財産あるいは公共施設等に甚大な被害が発生することも少

なくありません。 

 

【施策の方向】  

 ● 人命の安全を第一に考え、住民の日常生活や経済活動が阻害されること

がないよう、対策の充実強化を図っていきます。   

 

 



 

 

- 41 - 
 

【施策の推進】  

（１） 災害予防対策の推進 

① 関係機関連携による雪害予防計画を策定し、雪害予防体制の強化を図

ります。 

② 雪崩・吹雪の発生予測・監視に関する取り組みを専門家、関係機関と

連携し、推進します。 

③ 積雪期における特性を踏まえた地震、津波等に係る地域の特性に配慮

した防災対策に努めます。 

 

（２） 災害応急対策の推進 

① 豪雪対策本部、豪雪災害対策本部の設置などによる活動体制の整備及

び災害に関する情報の収集、警戒避難情報等の的確な発信の徹底を図り

ます。 

② 大規模な災害の発生に機動的、効果的に対応し得るような広域支援体

制の整備を図ります。また、他の都道府県との災害時の広域応援につい

ては、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」等に基

づき、迅速かつ円滑に遂行します。 

③ 豪雪災害時は、災害救助法又は新潟県災害救助条例を適用し、屋根雪

等の障害物の除去、避難所の設置、食料、飲料水の供給等、必要な救助

を実施します。 

 

（３） 災害復旧対策の推進 

① 豪雪災害による被災者のため、公営住宅の建設、生業資金の融資あっ

せん等を行うとともに、必要に応じて防災のための集団移転について助

成します。  

② 豪雪災害により被災した公共施設の被害状況を速やかに調査・把握し、

災害復旧事業の円滑な実施に努めます。  

③ 豪雪災害により被災した農林漁業者、中小企業者のため、必要な資金

の緊急融資等を実施します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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Ⅶ 雪対策の向上のために 

～ 雪に関する調査研究の充実 ～ 

 

１ 調査研究の推進 

 
【現状と課題】 

 ● 雪対策に関する調査研究は、近年急速に進んできているが、調査研究課題

は広範囲にわたっており、継続して推進していく必要があります。  

● 短期間の集中的な降雪など、近年の気候変動による降雪の態様の変化に

ついて調査研究を推進していく必要があります。 

  

【施策の方向】 

 ● 克雪・利雪技術等の調査研究の一層の充実に努めます。 

 

【施策の推進】 

調査研究の推進 

① 雪の冷熱エネルギー活用等の利雪・親雪対策に関する調査研究を推進

します。 

② 道路環境に適した除雪機械、除排雪システム、消融雪施設など克雪技術

に関する研究開発を促進します。 

③ 高齢化や産業構造の高度化に対応するため、社会経済上の分野を対象

とした総合的な調査研究を促進します。 

④ 地下水利用による地盤沈下への影響等の調査研究を推進します。 

⑤ 酸性雨・雪の監視をするとともに、調査研究を推進します。 

⑥ 気候変動による降雪の態様の変化等に関する情報収集、分析等を推進

します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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２ 調査研究体制の強化 

 
【現状と課題】 

 ● 雪に関する調査研究の充実を図るためには、県内の各種研究機関をさら

に充実する必要があります。 

 ● 科学技術の進展がめざましい今日、研究成果についての情報交換など研

究機関相互の連携が不可欠であり、共同研究の推進に積極的に取り組む必

要があります。 

 

【施策の方向】 

 ● 雪に関する調査研究体制の一層の充実に努めます。 

 

【施策の推進】 

調査研究体制の強化 

① 大学、国立等の研究機関との連携や、県の試験研究機関の充実及び強化

に努めます。 

② 研究機関相互の連携を図るため、情報交換の場の増大と研究成果につ

いての情報収集、提供体制の確立に努めます。 

③ 産・学・官の連携を図った共同調査研究を推進します。 

④ 大学や試験研究機関における優良な調査研究を支援します。  

⑤ 市町村、民間団体による雪に関する技術開発・普及を促進します。 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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